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内閣府政策統括官（科学技術政策・イノベーション担当）付参事官（基本政策担当）付 

 

 

 

 

【概要】 

 国際競争が激化する中で、我が国においても、世界トップレベルの国際競争

力を目指すため、国の研究開発を担う機関の機能強化が必要となっている。 

 平成 22 年 11 月 2 日に第 7 回「研究開発を担う法人の機能強化検討チーム」
（※）を開催し、「国立研究開発機関」（仮称）制度のイメージを今後の議論の

たたき台として提示し、議論した。 

 また、総合科学技術会議基本政策専門調査会の「研究開発システムワーキン

グググループ」において、研究開発システムに関する課題等を平成 22 年 12

月 14 日にとりまとめたところ。 

 さらには、第４期科学技術基本計画の策定に向けた総合科学技術会議の答申

(平成 22 年 12 月 24 日)において、「国の研究開発機関に関する新たな制度を

創設する」と明記されたところ。 

 

（※）研究開発力強化法附則、両院附帯決議等を踏まえ、平成 21 年 12 月設置。関係府

省の副大臣・政務官により、最も適切な研究開発法人制度等について検討。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」を踏まえつつ、研究開発

の特性に鑑み、国の研究開発機関に関する新たな制度の創設に向け、関係省

庁と連携して検討し制度の見直しを進める。 

国の研究開発機関に関する新たな制度の創設 

「科学技術に関する基本政策について」 

（平成 22 年 12 月 24 日総合科学技術会議答申）（抜粋） 

 

 国は、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」を踏まえつつ、研究

開発の特性（長期性、不確実性、予見不可能性、専門性）に鑑み、組織のガバナ

ンスやマネジメントの改革等を実現する国の研究開発機関に関する新たな制度

を創設する。 

参考 
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【概要】 

 情報通信技術の利活用を阻むような規制・制度・慣行、サービスの仕組みそのものの在

り方や運用等の洗い出しを行い、国民にとって利益となる形で抜本的に見直す。 

 これまでに「情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調査会」を４回

開催。検討項目「一般用医薬品のインターネット販売」「政府統計データの活用」につい

て関係者からヒアリングを行った。 

１．開催状況

第２回会合において、次期通常国会に「情報通信利活用促進一括化法（仮称）」を提出する前提で議論する状況にはな
いことを確認した。

（２）「情報通信利活用促進一括化法（仮称）」の扱い

多岐に渡る項目の効率的な検討のため、４６の検討項目のたたき台（※）の中から専門調査会においてヒアリングする５
分野（Ａ分類）を選定。
※①重点点検専門調査会から引き継いだもの、②IT戦略・工程表に記載があるもの、③各府省からの提案、④ 「国民の声」に寄せられたもの、の中
から重複の排除、事実関係の確認、ITとの関連性を考慮の上、事務局で選定したもの。

これまでの専門調査会の取組

＜専門調査会においてヒアリングする５分野＞
①一般用医薬品のインターネット販売及びテレビ電話等を活用した医薬品販売
②行政保有情報の活用（政府統計データの活用）
③行政機関が保有する情報の再提出不要化

（引越時の各種行政手続き、証明書類の添付、登記申請に添付する情報）
④個人情報保護に関する問題（匿名化された個人の情報の活用）
⑤電子書面の有効性
※②～④については、括弧内の案件をコアにしつつ、関係する課題についても検討することができないか議論。

第３回では、一般用医薬品のインターネット販売に関して、関係者（楽天、ケンコーコム、日本薬剤師会、日本チェー
ンドラッグストア協会、厚生労働省）からヒアリングを実施し、対面販売と同等レベルの安全性を確保できるＩＴを活用
した販売方法について意見交換した。第４回では、政府統計データの活用について、日本経団連、総務省、経産省からヒ
アリングを実施し、ＩＴを活用した活用範囲の拡大や利便性向上について意見交換した。

また、２４件の項目については、関係府省庁に対し書面で調査を行い、必要に応じて事務局がヒアリングを行い（Ｂ
分類）、その他項目は、フォローアップを行うこととした（Ｃ分類）。

２．主要な議論、論点
（１）検討項目の洗い出し

（３）ヒアリングの状況

・第１回 平成２２年１０月１９日（専門調査会の運営、今後の進め方）
・第２回 平成２２年１１月１６日（検討項目の洗い出し、検討の進め方）
・第３回 平成２２年１１月３０日（一般医薬品のインターネット販売のヒアリング）

・第４回 平成２２年１２月２８日（政府統計データの活用のヒアリング）

 

 

【今後の取り組み】 

 情報通信技術利活用のための規制・制度改革に関する専門調査会における関係府省、関

係者等からのヒアリング等を踏まえ、規制・制度等の見直しについて IT 戦略本部企画

委員会（副大臣級会合）に報告し、企画委員会は、22 年度内を目途に規制・制度改革に

関する対処方針のとりまとめを行う。 

 IT 戦略本部は、対処方針を決定するとともに、工程表の修正に反映し、関係府省は、こ

れらに沿って、規制・制度改革に取り組む。 

 

情報通信技術利活用のための規制・制度改革 
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 内閣官房情報通信技術担当室 

 

 

 

【概要】 

■ 「新たな情報通信技術戦略」（2010 年５月ＩＴ戦略本部決定）、同工程表（2010 年６月

ＩＴ戦略本部決定）を踏まえ、2010 年９月から、ＩＴ戦略本部企画委員会の下に電子行

政に関するタスクフォースを設け、電子行政に関する調査を実施。2010 年 12 月までに

８回開催。 

 

【アウトカム】 

■ 政府ＣＩＯ制度に関する事項も含めて、年度内に、電子行政推進の基本方針を策定。 

■ 年度内に行政サービスのオンライン利用に関する計画を策定。 

■ 国民ＩＤ制度について、目的・課題、具体的な国民の便益等を明らかにし、グランドデ

ザインを提示。 

 

【今後の取組】 

■ 電子行政に関するタスクフォースにおける検討を継続。 

■ 電子行政推進の基本方針等を踏まえて、政府ＣＩＯ制度の整備等について、可能なもの

から順次取組を実施。 

電子行政推進に関する基本方針の骨子の概要

１ これまでの電子行政に関する総括
・電子行政推進の目的
・電子行政に関する戦略
・ＩＴ投資
・電子政府と電子自治体の連携
・民間との連携
・国民への説明、ニーズの把握
・電子行政推進のための体制

２ 今後の電子行政推進の基本的な視点、方向性
・利用者視点
・費用対効果の視点
・制度・業務自体の見直し
・国と地方の協力
・民間との連携
・ＰＤＣＡの徹底

１ ＩＴ投資管理
・ＩＴ投資管理の確立・強化
・業務プロセス改革
・人材育成及び確保

２ 国民ＩＤ制度、企業コード
３ オンライン利用計画
４ 行政サービスへのアクセス向上
５ オープンガバメント

第１ 電子行政推進の意義

第２ 電子行政推進に係る基本的事項

第３ 目指すべき電子行政の姿

■「新たな情報通信技術戦略」（平成２２年５月ＩＴ戦略本部決定）に基づき、今年度内に「電子行政推進に関する基本方
針」を策定することとされており、電子行政に関するタスクフォースにおいて、基本方針の骨子を取りまとめ。

■電子行政に関するタスクフォースにおいて引き続き検討し、今年度内に基本方針を取りまとめ。

第４ 重要施策の推進

第５ 新たな電子行政の推進体制
（政府ＣＩＯ制度）

第６ 基本方針のフォローアップ
１ 目指すべきアウトカム

・行政サービスの利便性の向上
・行政運営の効率化
・国民参加の促進

２ 目指すべき水準

１ 必要性
２ 権限・役割等
３ 基本設計・組織
４ 導入プロセス

 

電子行政の推進 
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内閣官房情報通信技術担当室 

 

 

 

【概要】 

２０１０年９月以降実施している、IT 戦略本部医療情報化に関するタスクフォースにおい

て、以下の４つの具体的な取組について議論を実施し、基本方針等を報告書として取りま

とめる。 

 「どこでも MY 病院」構想の実現 

 「どこでもＭＹ病院」の枠組みを構築するための基本方針案を策定 

医療情報等の提供形態・電子化方策、運営主体の整理、取扱う情報に応じた

適切なセキュリティレベル等について基本的な考え方を整理。  

 シームレスな地域連携医療の実現 

 シームレスな地域連携医療の実現のための基本方針案を策定 

モデル事業の対象疾病、システム導入へのインセンティブ、在宅医療と介護

との情報連携方策等の基本的な考え方を整理。 

 レセプト情報等の活用による医療の効率化、医療情報データベースの活用による医薬

品等安全対策の推進 

 レセプト情報等の提供体制や医療効率化に資する利活用方法について、基本的な

考え方を整理 

【アウトカム】 

 「医療情報化に関するタスクフォース」報告書 

【今後の取組】 

 2011 年 1 月以降引き続き、医療情報化タスクフォースを開催し、2011 年 3 月中に「医

療情報化に関するタスクフォース」報告書のとりまとめを予定。 

 

 

医療情報化の推進 
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【概要】 

■ 「新成長戦略」、「新たな情報通信技術戦略」及び文部科学省において設置した「学校

教育の情報化に関する懇談会」での議論等を踏まえ、平成 22 年 8 月、「教育の情報化ビ

ジョン」の（骨子）を策定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 平成 22 年度補正予算において、「英語をはじめとする先導的デジタル教材の開発」を

実施するとともに、平成 23 年度予算案において、「学びのイノベーション事業」を計上。 

 

【アウトカム】 

■ 2010 年度中に策定する「教育の情報化ビジョン」等も踏まえ、デジタル教科書のモデ

ルコンテンツを開発するとともに、学校種、発達の段階、教科等に応じた教育効果や指

導方法、子どもたち一人一台の情報端末の在り方等について検証する。 

 

【今後の取組】 

■ 引き続き、｢新成長戦略｣、｢新たな情報通信技術戦略｣及びこれらの工程表に基づき、

３年間程度にわたり実証研究を実施。 

教育の情報化の推進 

情報通信技術を活用して、子どもたち一人一人の能力や特性に応じた学び、子どもたち同士が教え合い学び合う協働的

な学びを創造するとしたうえで、以下の点を盛り込んでいる。 

 

①情報活用能力の育成 

・研究開発学校制度を活用することなどにより、情報活用能力の育成のための教育課程について実証的に研究 

②学びの場における情報通信技術の活用 

・指導者用デジタル教科書について学校設置者が容易に入手できるような支援方策の検討 

・学習者用デジタル教科書や情報端末等に関する実証研究 

・超高速の校内無線 LAN 環境の構築 

・電子黒板、プロジェクタ、実物投影機、地上デジタルテレビ等の提示用のデジタル機器の活用 

③校務の情報化 

・校務支援システムの充実 

・共有すべき教育情報の項目、様式、データ形式などの標準化 

・クラウド・コンピューティング技術の活用の検討 

④特別支援教育における情報通信技術の活用 

・障害の状態や特性・ニーズ等に応じた活用 

・学校と家庭・地域や医療・福祉・保健・労働等の関係機関との密な連携 

⑤教員への支援の在り方 

・現職教員研修、教員の養成・採用を通じた、教員の ICT 活用指導力養成等 

・ICT 支援員の配置等による教員のサポート体制構築 

⑥教育の情報化の着実な推進に向けて 

・効果的な推進や地域間格差の解消のため、地方交付税措置と併せ、一定程度使途を限定した支援措置も検討 

・学校種・発達段階・教科等を考慮しつつ、総合的な実証研究の実施 

・総合的な推進体制の構築（教育の情報化のための社会的機運の醸成等） 

「教育の情報化ビジョン（骨子）」概要 
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文部科学省研究振興局学術研究助成課 

 

 

【概要】 

■ 平成２３年度より、若手研究者の「チャレンジ」機会の拡大や研究活動の裾野の拡大等

を図るため、科学研究費補助金の大幅な拡充を図る。 

■ 同時に、研究者からの要望が多かった研究の進捗にあわせた研究費の使用を可能とする

ために、科学研究費補助金の一部研究種目を「基金化」する制度改革を図る。 

 

【アウトカム】 

■ 新規採択率の向上（※平成２２年度採択状況を基に試算） 

・「若手研究（Ｂ）」 （Ｈ22：24.4%（5,578 件） → Ｈ23：30%） 

・「挑戦的萌芽研究」 (Ｈ22：11.3%（1,412 件） → Ｈ23：30%) 

・「基盤研究（Ｃ）」 （Ｈ22：23.8%（7,471 件） → Ｈ23：30%） 

 →人文・社会科学から自然科学まで多様な学術研究を幅広く支援することが可能となる。 

 

■ 研究費の複数年度使用の実現 

・基金化により、複数年にわたる研究期間内の必要な時期に研究費を使用することが可

能となり、与えられた研究費を最も効果的に用いて研究を行うことができる。 

 

【今後の取組】 

■ 平成２３年度予算案及び独立行政法人日本学術振興会法の一部改正案の成立後、すぐに

制度の運用が可能となるよう関係諸規程の整備等を行う。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【参考】科学研究費補助金の研究成果が実用化に発展した例（岩崎俊一 東北工業大学理事長・東北大学名誉教授） 

○科学研究費補助金 

「磁気薄膜による高密度情報記録の研究」 

（昭和４２年度～機関研究） 

 
 

 

( 年度 ) 

予算案

科学研究費補助金の基金化・拡充 

●基金化のメリット 

○○研研究究のの進進捗捗にに合合わわせせたた研研究究費費のの柔柔軟軟なな執執

行行にによよるる研研究究活活動動のの活活性性化化  
  

○○「「予予算算のの使使いい切切りり」」ががななくくななるるななどど、、予予

算算ののよよりり効効果果的的・・効効率率的的なな活活用用  
  

○○従従来来とと比比べべ研研究究者者ははよよりり研研究究にに専専念念すするる

ここととががででききるる  
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0

500

1,000

1,500

2,000
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●科学研究費補助金の予算額の推移 

 
・垂直磁気記録方式に
よ る 小 型 大 容 量 の
HDDの実用化（クラウ
ド サ ーバーやパソコ
ン、ビデオレコーダー、
高 性 能 携 帯 機 器 な
ど）。 

 
・ハードディスクの年間
生産台数は6億台以
上、世界市場で約3.5
兆 円 （ 2010 年 推 計
値）。 

新旧HDDの比較 

現在 

１９８０年代
・垂直磁気記録方式の開発による高密度磁

気記録技術へ貢献。 
 
・従来の水平磁気記録方式から垂直磁気記
録方式へ転換。 

（容量は千倍） 

( 億円 ) 
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内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付参事官（産業・雇用担当）付 

 

 

【経緯と概要】 

■ 新たな成長分野をはじめとして実践的な職業能力育成が急務となっている一方で、非正

規労働者など能力育成の機会に恵まれない方々の増大や、企業の人材育成投資の低下が

指摘されていることを踏まえ、職業能力評価と教育・能力開発を結び付け一層の体系化

を図った上で、一企業内にとどまらず社会全体で実践的なキャリア・アップを図ること

としたもの。 

■ 具体的には、 

①「実践的」な職業能力育成・評価基準を策定 

②それに応じた「学習しやすい効率的な訓練プログラム」を策定 

により、「介護・ライフケア」、「環境・エネルギー（含、林業）」、「食・観光」などの新

たな成長分野への労働移動を促し、当該分野・業種での人材を育成・確保するもの。 

 

【これまでの取組】 

■ 「専門タスク・フォース」（主査：大久保 幸夫 内閣府参与）において、平成 22 年

10 月に、最初に制度を導入する３つの業種（①介護人材、②省エネ・温室効果ガス削減

等人材、③６次産業化人材）を決定。11 月には、３つの業種について「ワーキング・グ

ループ」（ＷＧ）を設置し、12 月からは、３つのＷＧにおいて論点の整理のための議論

を行っているところ。 

 

【今後の取組】 

■ 平成 22 年度内を目途に、制度全体の基本方針を取りまとめる。併せて、３つのＷＧでの

議論を踏まえ、３業種ごとの論点整理を行う予定。 

■ 平成 23 年度については、３業種ごとの具体的な評価基準、育成プログラムを作成予定。 

 

【職業能力評価の階層イメージ】 

レベル７ 名人 分野を代表するトップ・プロフェッショナル        

レベル６    

レベル５ 上級プロ                              

レベル４ プロ プロとして高度な専門スキルを有する           

レベル３ スペシャリ

スト 
 

レベル２ 

レベル１ エントリー 職業準備教育を受けた段階                

 

※専門タスク・フォース及びワーキング・グループの開催実績等は以下を参照 

http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kinkyukoyou/suisinteam/index.html 

「実践キャリア・アップ制度」の推進 

当面 

詳細設計する

レベル 
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